
自

至 令和　４年 ３月 ３１日

令和３事業年度

財   務   諸   表 （障害者雇用納付金勘定）

独立行政法人  高齢・障害・求職者雇用支援機構
令和　３年 ４月 　１日



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和４年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 41,890,582,616
　Ⅰ　流動資産

　　　　未収消費税等 98,767
　　　　未収収益 4,035,618

　　　　未収金 207,197,225
　　　　　貸倒引当金 △ 57,689,421 149,507,804

　　　　前払金 1,037,169
　　　　棚卸資産 79,395

　　　　　　　流動資産合計 42,045,341,369

　　１　有形固定資産
　Ⅱ　固定資産

　　　　　工具器具備品 15,677,984
　　　　　　減価償却累計額 △ 9,777,870 5,900,114

　　　　　　　有形固定資産合計 5,900,114

　　　　　電話加入権 45 45
　　２　無形固定資産

　　３　投資その他の資産

　　　　　　　無形固定資産合計 45

　　　　　破産更生債権等 66,919,450
　　　　　　貸倒引当金 △ 66,919,450 0

　　　　　　　投資その他の資産合計 0

　　　　　　　固定資産合計 5,900,159

　　　　　　　資産合計 42,051,241,528



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和４年３月３１日　）

負債の部

　Ⅰ　流動負債
　　　　未払金 495,287,655
　　　　未払費用 58,461
　　　　前受金 122,935,000
　　　　短期リース債務 299,754
　　　　預り金 30,277,181
　　　　引当金
　　　　　賞与引当金 141,358,479 141,358,479

　　　　　　　流動負債合計 790,216,530

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債（注）
　　　　　資産見返寄附金 318,258 318,258
　　　　引当金
　　　　　退職給付引当金 1,160,046,389 1,160,046,389

　　　　　　　固定負債合計 1,160,364,647

　Ⅲ　法令に基づく引当金等
　　　　納付金関係業務引当金（注） 39,581,050,764

　　　　　　　法令に基づく引当金等合計 39,581,050,764

　　　　　　　負債合計 41,531,631,941

純資産の部

　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 703,174,570

　　　　　　　資本金合計 703,174,570

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　その他行政コスト累計額（注） △ 186,216,004
　　　　　減価償却相当累計額（△） △ 1,051,449
　　　　　減損損失相当累計額（△） △ 3,239,955
　　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 181,924,600

　　　　　　　資本剰余金合計 △ 186,216,004

　Ⅲ　利益剰余金
　　　　前中期目標期間繰越積立金（注） 2,651,021
　　　　当期未処分利益 0
　　　　（うち当期総利益　0）

　　　　　　　利益剰余金合計 2,651,021

　　　　　　　負債純資産合計 42,051,241,528

　　　　　　　純資産合計 519,609,587

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務費 32,445,737,604
　　　一般管理費 244,860,277
　　　財務費用 64,996
　　　臨時損失 4,068,361,561
　　　　　損益計算書上の費用合計 36,759,024,438

Ⅱ　その他行政コスト
　　　減価償却相当額（注） 4,752
　　　　　その他行政コスト合計 4,752

Ⅲ　行政コスト 36,759,029,190

（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

行政コスト計算書
（　令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

　　　雑益 8,278,843

　　　　受取利息 20,877,587 20,877,587

　　　貸倒引当金戻入 105,438,951

　　　財務収益

　　　寄附金収益（注）
　　　　資産見返寄附金戻入 238,056 238,056

　　　　その他の事業収益 215,861,001 215,861,001
　　　業務収益

　　　納付金収入 36,408,330,000

　　経常収益

　　　　　　　経常費用合計 32,690,662,877

　　　　支払利息 64,996 64,996
　　　財務費用

　　　　退職給付費用 11,484,537
　　　　その他の一般管理費 139,875,595 244,860,277

　　　　減価償却費 24,888
　　　　賞与引当金繰入 7,173,342

　　　一般管理費
　　　　人件費 86,301,915

　　　　その他の業務費 1,683,614,917 32,445,737,604

　　　　賞与引当金繰入 134,185,137
　　　　退職給付費用 174,474,662

　　　　減価償却費 4,507,795

　　　　納付金等還付金 587,803,000
　　　　業務委託費 5,938,266

　　　業務費

損益計算書
（　令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日　）

　　経常費用

　　　　　　　経常収益合計 36,759,024,438

　　　　支給金 28,570,037,850
　　　　人件費 1,285,175,977

　　　　　　　経常利益 4,068,361,561

　　臨時損失

　　　固定資産除却損 2

　　　納付金関係業務引当金繰入（注） 4,068,361,559

　　　　　　　臨時損失合計 4,068,361,561

　　当期純利益 0

　　当期総利益 0

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
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（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 2,369,104,366
　　人件費支出 △ 1,614,672,946
　　支給金支出 △ 28,570,037,850
　　納付金収入 36,777,617,145
　　その他業務収入 218,970,798

　　　　　　小計 4,442,772,781

　　利息の受取額 23,110,572
　　利息の支払額 △ 64,996

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 4,465,818,357

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,149,500
　　定期預金の預入による支出 △ 12,000,000,000
　　定期預金の払戻による収入 20,000,000,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 7,998,850,500

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 3,501,959

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,501,959

Ⅳ　資金増加額 12,461,166,898

Ⅴ　資金期首残高 13,429,415,718

Ⅵ　資金期末残高 25,890,582,616

キャッシュ・フロー計算書
（　令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日　）



（障害者雇用納付金勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0
当期総利益 0

Ⅱ 利益処分額
積立金 0

利益の処分に関する書類



（障害者雇用納付金勘定） 

重要な会計方針 

 

 当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和3年9月

21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和

4 年 3 月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しており

ます。 

 なお、独立行政法人会計基準等のうち、時価の算定に係る改訂内容は令和4事業年度から、収益認識に

係る改訂内容は令和5事業年度から、それぞれ適用します。 

 

  

 １．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

     なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

      工具器具備品         2～17年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 ３．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ４．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。 

 

 ５．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

    

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

６．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準  

納付金関係業務引当金として、「独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の業務運営、財務及 

び会計並びに人事管理に関する省令」（平成15年厚生労働省令第147号）第11条に基づき、翌事業年 

度以後の事業年度における納付金関係業務に備えるための引当金を計上しております。 

当該引当金への繰入及び戻入収益は、独立行政法人会計基準等に基づき、臨時損益に区分して表示

しております。 

 

 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

重要な表示方法の変更 
 

前事業年度まで「経常収益」の「雑益」に含めていた「貸倒引当金戻入」は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記することとしております。 

 

重要な会計上の見積り 

 

 退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 1,160,046,389円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

  採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容

と同一であります。 

   退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

   これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

・その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額  

△ 186,216,004円 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

  １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 36,759,029,190円 

自己収入等 △ 36,759,024,438円 

機会費用 5,993,949円 

法令に基づく引当金等の繰入額 △ 4,068,361,559円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

 

△ 4,062,362,858円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の令和4年3月末利回りを参考に0.21％で計算しております。 

 (2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での 

勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。 

 

〔損益計算書関係〕    

 ・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 1,083,533,780円 

法定福利費（職員） 186,034,652円 

役員報酬 13,837,606円 

法定福利費（役員） 1,769,939円 

  

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 866,833,478円 

雑役務費 244,684,478円 

広告宣伝費 100,566,539円 

維持管理・保守修繕費 93,782,430円 

賃借料 89,476,740円 

 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

 ・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当   70,646,469円 

法定福利費（職員） 12,557,781円 

役員報酬 2,769,592円 

法定福利費（役員） 328,073円 

 

 ・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費 72,276,864円 

光熱水道料 13,282,593円 

雑役務費 12,429,480円 

備品費 11,119,343円 

謝金 6,782,304円 

   

・雑益の内訳 

職員宿舎使用料 6,135,707円 

その他の雑収入 2,139,966円 

情報公開開示手数料 3,170円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

 ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 41,890,582,616円 

現金及び預金勘定のうち定期預金（△） 16,000,000,000円 

資金期末残高 25,890,582,616円 

 

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項  

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第 47 条の規定に定める金融商品に限定

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、業務実施に必要な資産の調達を目的としたもので

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

２．金融商品の時価等に関する事項   

令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ 

ります。 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 41,890,582,616円 41,903,678,373円 13,095,757円 

(2) 未収金 

  貸倒引当金（△） 

 

207,197,225円 

△ 57,689,421円 

149,507,804円 

 

 

149,507,804円 

 

 

－ 

資産 計 42,040,090,420円 42,053,186,177円 13,095,757円 

(1) 未払金 (495,287,655円) (495,287,655円) － 

(2) リース債務 (299,754円) (299,829円) (75円) 

(3) 預り金 (30,277,181円) (30,277,181円) － 

負債 計 (525,864,590円) (525,864,665円) (75円) 

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 

 

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

○資産 

(1) 現金及び預金 

現金及び預金（定期預金除く）については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

定期預金のうち4,000,000,000円については、利率が固定されているデリバティブ内蔵型預

金（マルチコーラブル預金）であり、その時価は入手できる最新の預金金利で割り引いて算出

する方法と取引金融機関から提示された価格によっております。 

その他の定期預金については、新規に同様の預入を行った場合に想定される預金金利で割り

引いて算出する方法によっております。 

(2) 未収金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。  

○負債 

(1) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

    (2) リース債務 

短期及び長期のリース債務の時価については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、

信用リスクを反映した割引率で割り引いて算定する方法によっております。 

(3) 預り金  

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

〔退職給付債務関係〕 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基

金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、労働

関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しておりま

す。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,430,549,900円 

勤務費用 108,527,124円 

利息費用 2,661,150円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 7,292,935円 

退職給付の支払額 △ 83,397,329円 

期末における退職給付債務 2,451,047,910円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 598,069,244円 

期待運用収益 11,542,736円 

数理計算上の差異の当期発生額 383,774円 

事業主からの拠出額 36,775,774円 

退職給付の支払額 △ 39,363,972円 

期末における年金資産 607,407,556円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 979,528,210円 

年金資産 △ 607,407,556円 

積立型制度の未積立退職給付債務 372,120,654円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 1,471,519,700円 

小 計 1,843,640,354円 

未認識数理計算上の差異 △ 926,127,831円 

未認識過去勤務費用 242,533,866円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,160,046,389円 

退職給付引当金 1,160,046,389円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,160,046,389円 

 

 

 

 

 

 

 



（障害者雇用納付金勘定） 

 （４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  108,527,124円 

利息費用 2,661,150円 

期待運用収益 △ 11,542,736円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 125,603,547円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 39,289,886円 

合 計 185,959,199円 

   

（５）年金資産の主な内訳 

       年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 58.2% 

株式 15.4% 

預金 0.0% 

その他 26.4% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

       割引率  0.000％（一時金） 

           0.275％（年金） 

       長期期待運用収益率  1.930％ 

 

〔重要な債務負担行為〕 
 該当する事項はありません。 

 
〔重要な後発事象〕 
 該当する事項はありません。 
 




